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児童養護施設の子どもの高校進学問題
─非進学者の動向に着目して─
坪井　瞳
大妻女子大学家政学部児童臨床研究センター
A Review of Youth Transition at Child Protect Institutions in Japan
─ Focusing on Early Dropouts from Schools and Not in Employment and Educational Opportunities─
Hitomi Tsuboi
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1.　はじめに─コインの裏の存在
　学校に行くことが当たり前である社会─義務教育
期間の就学義務や、約 98%の高校進学率、最近で
は公立高校の授業料無償化、大学進学率の上昇等─
さまざまな教育統計等からも未成年者が学校に属す
る機会が「当たり前」の社会である。その裏で、学
校に行かないことが問題化されてきた社会であった
こともまた事実であろう。その際「登校拒否」や
「不登校」が問題として取り上げられ、さまざまな
議論が存在したこともあった。そうした議論の中の
ひとつの例として、子どもの教育権保障という観点
からの「学校に行く／行かない」ことの問題の捉え
が存在する（酒井、2010）。
　そうした観点から「学校に行く／行かない」言説
をまなざしてみると、これまでの「登校拒否」や
「不登校」言説が対象としていた層とはある一部の
層であり、その裏には対象化されていない層が存在
することも確認できる。たとえば、現在においても
義務教育が課されている対象とは「国民」のみであ
り外国籍の子どもには課されていないこと、1970
年代までは重度障害児の多くが就学免除・猶予の対
象となっていたこと、また教護院（現・児童自立支
援施設）入所児も 1998年まで就学免除・猶予の対
象となっていたことなどの事実が浮かび上がる。そ
うした特定の社会的背景をもつ子どもたち─それら
の子どもたちが属する層とは、往々にして「社会的
弱者」として語られる層と重なる─学校に行くこと
を巡って多くの困難を抱えていることは容易に想像
ができるであろう。
　本稿では、そのひとつの事例として児童養護施設
の子どもの高校進学問題を取り上げる。
　先に結論を述べてしまえば、児童養護施設の子ど
もの高校進学率は全国平均に比べ、約 10ポイント
も低く、直近のデータである 2004年では 87.0%に
過ぎない状況である。本稿では、残り約 13%の子
ども、具体的には ① 非進学者・非就職者、② 就
職をしても早期にドロップアウトしてしまう者、
③ 進学をしても早期にドロップアウトしてしまう
者の 3つのグループにより構成される層に着目した
い。彼らは教育権の保障という観点から、福祉や教
育からも手を離された子どもとして存在し、困難な
社会背景を抱えつつも、高い確率で周辺的な地位へ
と追いやられている状況に置かれている。
　以降、着目に至るまでの経緯をこれまでのデータ
や先行研究を踏まえつつ示していく。
2.　児童養護施設の概略
　児童養護施設は児童福祉法第 41条に基づき設置
されている児童福祉施設である。環境上、養護を要
する（養育に不適切な環境や家庭での生活が困難）
と児童相談所長が判断したおおむね 2歳～18歳ま
での児童の養育を行い、2007年 10月時点での施設
総数は 564ヶ所、在所児童数は 3万 846人である
（全国児童養護施設協議会、2007）。
　措置の第一義的理由は虐待である（表 1）。2007
年では、一般的に「虐待」とされる「虐待・酷使」
「放任・怠惰」「棄児」「養育拒否」を合計すると、
入所児童の 33.1%（2004年 : 27.4%）となっており、
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虐待を理由とした入所が増えている。
　また、保護者はいるが保護者の精神疾患や経済的
問題などの理由も年々増加しており、家庭復帰が見
込みづらく、入所期間も長期化している（表 2）。
児童の平均年齢は 10.6歳（2004年 : 10.2歳）であ
る。12歳以上の児童の構成比は 45.1%であり、全
体の約半数を年長児が構成している。また、平均在
所期間は、4.6年（2004年 : 4.4年）である。
　入所期間が長期化することにより付随する問題の
ひとつとして、年長児童の中学卒業後の進路問題が
存在する。
3.　全国児童養護施設協議会「中卒後の進路に
関する調査」に見る進学率
　現在、児童養護施設における大学等進学率（4年
制大学、短期大学、高等学校等専攻科）は、2004
年は 9.3%（全国児童養護施設協議会調査、2007）
と、全国平均である 47.3%（学校基本調査、2004）
と比べ、約 5 分の 1である。一方、高校等進学率
も、2004 年現在で 87.0%と全国平均の 97.6%（学
校基本調査、2004）と比べ、約 10ポイントの差が
存在する。大学等への進学が注目されるようになっ
たのは、高校等進学率が急激に上昇したことによ
り、その先の高校等卒業後の進路に視点が移行して
いるためと思われる。だが、現在、高校への進学が
実質的に義務化段階にあり、高卒資格を持たないこ
とは社会的に大きな不利益を被ることを考えると、
未だ存在する高校等進学率の 10%の差は瞠目すべ
きであろう。
　そこでまず、通時的な進学率のデータの推移を確
認したい。進学率に関する調査は、全国児童養護施
設協議会が「中卒後の進路に関する調査」という名
目で、1961年よりほぼ隔年で行っている。しかし、
行ってはいるものの、過去の蓄積データや経年変化
が追える完成されたデータが調査元においても存在
しない。直接問い合わせてみたところ、1998年か
ら 2004年までのデータのみが保存されている状況
にあった。
　先行研究の中においてはいくつか散見されるが、
通時的なデータは存在しない状況である。児童養護
施設における先行研究は、児童養護施設は入所して
いる子どもの生活の場であるため、進学問題以外に
おいても多岐にわたる研究が存在する。進学に関し
ての先行研究はもともと少なく、以下でも触れる
が、主に高校等・大学等進学過程や学力達成度につ
いての研究が多い状況である。その中でも、進学成
功に関するものが多い。
　例えば Goodman（2000=2006）では、日本の児
童養護施設の概要を包括的な視点から描き出してい
る。また、西田ほか（2009）では、児童養護施設に
おける進学について、経験者自身がどのように進路
を選択し、社会生活へと移行していったかという過
程そのものを経験者の語りから描き出したことに意
義があるといえる。包括的に描かれたという共通点
のある 2つの先行研究であるが、そこでの対象が進
学・就職成功者についてのみ触れており、その裏に
ある存在に関しての言及は見ることができない。そ
こにおいて進学状況に関するデータは扱われている
が、ある年代のみが取り上げられていたり、調査項
目を「進学率」+「就職率」のみに絞った加工がさ
れていたり（Goodman前掲書、西田ほか、2009）
する状況である。そこで、低進学率の指摘を行った
滝口（1980）、児童養護施設での進路指導の内容を
扱っている伊部（1994）、調査元の全養協（2007）
では、「進学率」+「就職率」+「その他」の項目
でまとめられているデータを使用しており、それら
を基に筆者が作成した経年データが以下の図（図 1）
である。
　経年変化を見てみると、1969年は 23.3%、1976
表 1　児童養護施設への主な入所理由
入所理由 2004 2007
　　父または母の虐待・酷使 11.1% 14.4%
　　父または母の放任・怠惰 11.7% 13.8%
厚生労働省「児童養護施設入所児童等調査結果の概
要」2009　より抜粋
表 2　児童養護施設での平均在所期間
12歳 7.9%
13歳 7.8%
14歳 7.4%
15歳 7.5%
16歳 5.5%
17歳 5.0%
18歳以上 4.0%
厚生労働省「児童養護施設入所児童等調
査結果の概要」2009　より抜粋
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年には 48.4%でしかなく、その 10年後である 1986
年には 54.4%、20年後の 1996年には 77.5%、そし
て直近のデータである 2004年には 87.0%の進学率
上昇を果たしている。しかし、学校基本調査との比
較を行ってみると、上昇はしているものの、その差
は大きく開いていることもまた明らかである（図
2）。
図 1　児童養護施設における中卒後の進路状況（1969 年～ 2004 年）
　　  滝口（1980）、伊部（1994）、全国児童養護施設協議会（2004）のデータを基に筆者が作成・加工
図 2　学校基本調査との比較（1980 年、1990 年、2000 年）
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4.　進学率上昇の要因─制度的要因
　上図で確認される児童養護施設における高校進学
率の上昇は、1973 年に「養護施設入所児童等の高
等学校への進学の実施について」という高校進学を
奨励する旨の通達を厚生省が出したことと、1975 
年に特別育成費の支弁が可能になったことという制
度的な要因がひとつの理由として考えられる。特別
育成費の支弁により、1975 年には公立高校、1988 
年には私立高校への進学が可能となった。1975 年
以前には、国からの義務教育後の進学資金に関する
支弁は存在せず、義務教育終了後は社会に出て就
職・自立という指導がなされていた状況であった。
　その後、2000 年以降は 80%以上の進学率を保持
しており、2004年の内訳では、全日制 70.1%、定
時制 6.2%、通信制 0.7%、高等専修学校・各種学校
1.6%、盲・聾・養護学校高等部 10.6%となってい
る（全養協前掲書）（図 3）。
5.　進学成功の要因
　次に進学成功の要因を概観したい。先行研究を整
理したところ、時間軸的視点からは、中卒後の進路
に関する調査・研究は 1980 年代に多く見られ、
1995 年前後からは高校等卒業後の進路に関する調
査・研究が多く見られるようになった（全養協前掲
書、西田ほか前掲書など）。
　そうした変化の制度的要因の一つとして、1996 
年には厚生省から「措置解除後、大学等へ進学する
児童への配慮について」という 18 歳以降に措置解
除された児童を引き続き施設から通学させることも
可能である旨の通知が出され、高卒後の進路に関し
ての着目がなされた。それと同時に、中卒後の進学
問題に関する調査研究は減少する傾向にある。
　内容的視点からは、施設側の進路指導内容（施設
の方針・指導体制）（村井、1987、竹内、1989、伊
部前掲書、畑中、2006）、進学率低位の要因（村井、
1986）、入所児童の学力達成度と進学（高口ほか、
1991a）、入所児童の生活環境と進路形成の関係（高
口ほか、1991b、天羽、2002）、進学率上昇運動的
視点（和田、1981、滝口前掲書）が多く見られた。
　以上の先行の調査・研究から見えることは、主に
高校等・大学等進学過程や学力達成度についてのも
のが多く、そこでの進学がいかに困難であるかの要
因について触れていると言えるであろう。また、そ
れが叶うには、経済的なバックアップ、児童自身の
努力、信頼できる人やモデルとなる先達の存在、そ
して施設の自助努力や実践への取り組みなどが必要
なこととして挙げられている。進学という目標に向
けての児童・施設の取り組み、それに加え、研究の
面においても、児童養護施設における「進学の総力
戦体制」となっている。
図 3　児童養護施設　中卒後の進学先内訳
　　  全国児童養護施設協議会調査部　2007　「児童養護施設における子どもたちの自立支援の充実に
向けて─平成 17年度児童養護施設入所児童の進路に関する調査報告書」より抜粋
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　こうして研究の動向を概観するだけでも、児童養
護施設においての進学がいかに困難さを抱えた存在
であることが暗に示されている。また、そうした児
童や施設の「成功例」や「良い取り組み」は、困難
さの中での進学達成が、いかに奇跡的で偶発的なも
のとして捉えられるかについても暗に示している。
6.　データと先行研究から浮かぶ「隠れた存在」
─着目すべき層
　しかし、一方でその裏には、「就職」つまり中卒
就職者と「その他」として表されている非進学・非
就職者が存在する。彼らが中卒後においてどのよう
な状況に置かれ、どのようなライフコースを辿って
いるのか、つまり彼らはいかようにして「その他」
や「就職」項目へと収斂されていったのか、という
問いが生まれるが、残念ながら、「その他」、「就職」
項目に着目した先行研究は管見の限り存在せず、現
段階においてその問いは明らかとはなっていない。
　中卒後の非進学者は、基本的には措置解除とな
り、児童養護施設を退所することとなる。そして退
所後は、自立もしくは家庭復帰の道を辿ることとな
る。
　近年、施設において退所後のアフターケア等も図
られているが、中卒・高卒者の就職難などの社会的
状況下に置かれ、家庭復帰をしたとしても安定した
生活が見込みにくい状況におかれている。また、施
設経験者であることによる就職や結婚等での偏見・
差別がなくなったわけでないという実態が当事者の
声からも聞くことができる（西田ほか前掲書、『子
どもが語る施設の暮らし』編集委員会編、1999、同
2003）。
　そうした状況下で、彼らがその後のライフコース
において不利益を被ることは予想に難くない。教育
を受けることで選択の幅が広がることは自明のこと
であり、教育権の保障という観点から見て、福祉か
図 4　2004 年度中の公・私立高等学校を中途退学した児童の人数
　　  全国児童養護施設協議会調査部　2007　「児童養護施設における子どもたちの自立支援の充実に
向けて─平成 17年度児童養護施設入所児童の進路に関する調査報告書」より抜粋
図 5　就労形態別　2004 年度中の転職率の有無
　　  全国児童養護施設協議会調査部　2007　「児童養護施設における子どもたちの自立支援の充実に
向けて─平成 17年度児童養護施設入所児童の進路に関する調査報告書」より抜粋
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かでも限られた層に対象を絞っているが、この問題
は決して特定の領域のみに特化された問題ではない
と考えている。上にも述べたように、高い確率で周
辺的な地位に追いやられている事実は、現代の社会
においても問題とされはじめている「社会的排除」
が対象としている問題群とも重なるからである。
　「社会的排除」とは、近年のヨーロッパの社会政
策を端緒としたキーワードとなっている概念であ
り、また同時にそうした問題群を明らかにするキー
ワードである。「社会的排除」を表した端的な説明
として、「主要な社会関係から特定の人々を閉め出
す構造から、現代の社会問題を説明し、これを阻止
して「社会的包摂」を実現しようとする政策の新し
い言葉が「社会的排除」（social exclusion）」であり、
その対象として「さまざまな社会問題群、例えば格
差や非正規雇用の拡大、ワーキングプアやホームレ
ス、孤独死や自殺、非婚や離婚、単身世帯の増大な
どを社会参加と帰属の側面からさらに深く理解し、
その解決の方向を考えていく上で「社会的排除」と
いう見方が一定の有効性を持っていると仮定してい
る」（岩田、2008, p 12）と述べられている。
　また岩田は、こうした概念を使った上での現代日
本の多様な社会問題や社会政策、社会福祉の課題を
新しく解釈していく方向には未だ進んでいないこと
を指摘している。
　前述の通り、社会的排除概念が対象とする問題群
とは、きわめて身近であるが同時に人々のまなざし
の裏に紛れ込んでしまいがちな、きわめて気付きに
くいとされる問題群であるということができる。
　児童養護施設に関する研究においても、児童養護
施設は入所している子どもの生活の場であるため、
進学問題以外においても多岐にわたる研究が存在す
る。しかし、そのまなざしの裏に紛れ込んでしまっ
ている対象とは上に挙げた層であり、その層のその
後の動向と社会的排除が対象とする層とは重なるの
ではないだろうか。例えば、2007年に厚生労働省
により行われた「住居喪失不安定就労者の実態に関
する調査」、いわゆるネットカフェ難民の実態に関
する調査がある。そこでの対象者は、教育の面にお
いて相対的に低位な教育レベルの割合が一般よりも
高いことが明らかとなっている（厚生労働省、
2007）。こうした実態からも、本稿が対象とする問
題とは以上に挙げた広義の問題群との演繹の可能性
も含んでおり、きわめて社会学的な問題としてこれ
らを論じるべきであると考えられる。
らも教育からも手を離された子どもは着目すべき層
である。
　なお、それと同時に、「進学者」「就職者」の高い
中退率・転職率が見られることも着目すべき点であ
る（図 4、5）。
　2004 年では、進学者のうち 1 年以内の中退者は
約 7.6%（全国平均 2.1%）、1 年以内の転職率は就職
者の約 2 割、一時的な職についた者では約 5 割の転
職を経験しており（全養協前掲書）、データは存在
しないが、就職者については離職者も多く存在する
のではないだろうか。そのため、そうした早期ド
ロップアウト層にも着目する必要があると考えられ
る。
　以上、児童養護施設の子どもの高校進学問題につ
いての状況を概観すると、改めて冒頭に述べ
た ① 非進学者・非就職者、② 就職をしても早期
にドロップアウトしてしまう者、③ 進学をしても
早期にドロップアウトしてしまう者の 3つのグルー
プにより構成される層に着目すべきであることが明
らかとなる。
　教育権の保障という観点から、この 3つのグルー
プにより構成される層を見ると、福祉からも教育か
らも手を離された子どもであり、高い確率で周辺的
な地位に追いやられている状況であることが改めて
確認することができる。
　「その他」、そして「進学者」「就職者」でも早期
にドロップアウトした子どもはその後どのような生
活を送り、それに対し具体的にどのような支援がな
されているのか、そして今後必要な支援とは何か。
つまり、改めて児童養護施設における中卒時の進路
状況の内実を総括的に明らかにしていく必要性があ
ると考えられる。
7.　おわりに─「社会的排除」との重なり
　以上の問いを明らかにするためには、彼らのその
後のライフコースの内実、彼らに対して現在なされ
ている具体的な支援の内実、そして現在の支援に対
し、今後必要な支援の検討が必要となってくるであ
ろう。
　そのために、いくつかの児童養護施設における
「その他」・「早期ドロップアウト」組に特化した聞
き取り調査と全国の児童養護施設への「その他」・
「早期ドロップアウト」組に特化した質問紙調査の
質的・量的両輪の調査を今後行う予定である。
　本稿と今後の調査においては、児童養護施設、な
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Summary
　This paper treats the advancement rate of 15 years old children at Child Protect Institutions（CPI） in Japan.
　The advancement rate is previously lower than the national average （in 2004, only 87% CPI children advance to high 
school）.　This data suggested that about 13% children are not educated or not employed.　In addition, some advancements 
dropout from school or job.　The early dropout rate is higher than the national average.
　This paper focus on this children as follows,
　1）　not educated/not employed
　2）　early dropouts from highschool
　3）　early dropouts from jobs
　15years old children who advance to high school can live in CPI, continually. But other children should get out CPI. It is 
considered that they are excluded from educational and welfare opportunities.　At present, after got out CPI, their life-course 
is not clarified yet.　Therefore, it is needed to their after life-course and to connect a supporting system.　Finally, I consid-
ered that this matter is related to education right issues and social exclusion issues.
